指定介護老人福祉施設等状況調査表
施設等の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日現在

	
	
	
	
	
	
	

	法人名称
	

	施設名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （定員）　　　　　　名

	施設所在地
	

	開設年月日
	　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	電話番号
	

	FAX番号
	

	その他併設する

全ての介護保険事業所名
	・（事業所名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　・（サービス名）　　　　　　　　　　　　　・（定員）　　　　　　名




１．指定介護老人福祉施設・併設（介護予防）短期入所生活介護事業所の職員配置状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　年　　月（直近月）

	職　種
	氏　名
	採用年月
	常勤・非常勤の別
	専任・兼任の別
	常勤換算数
	兼務先の事業所名
	資　格
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	管理者
	
	　年 　月
	
	
	
	
	
	

	医師
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	生活相談員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	看護職員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	介護職員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	管理栄養士
	
	
	
	
	
	
	
	

	栄養士
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	機能訓練指導員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	介護支援専門員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務職員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	調理職員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他の職員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　本様式に基づき適宜作成し、常勤・非常勤に関わらず全職員について記載すること。（ただし、委託先の調理職員等は含めない。）

　　　２　機能訓練指導員及び介護支援専門員について、他職種と兼務する場合であっても、当該職種として記載すること。

※「個別機能訓練体制」及び「機能訓練指導体制」を算定していない場合でも、機能訓練指導員の配置は必要です。（基準省令第２条第１項第５号参照）

　　　３　「その他の職員」に該当する者がいる場合は、具体的に職種を記入すること。（洗濯、清掃等）

　　　４　「常勤換算数」欄は、（当該職員の当月の勤務時間数）÷（当該施設における常勤職員の当月の要勤務時間数）により求めた常勤換算数を記載すること。（小数点第２位以下切り捨てること。）

　　　　　　ただし、常勤職員については、有給休暇、研修等による出張等は勤務から差し引かず１とすること。（常勤職員であっても、中途採用（退職）の場合や、産休（育休）等長期にわたり業務に就かない場合は、その期間を除いた勤務時間数による常勤換算数とすること。また、備考欄に日付とその理由を記載すること。（例：6／20退職、7／16～産休　等））

　　　　５　その他の事業所との兼務がある場合は「兼務先の事業所名」を必ず記入すること。

　　　　６　採用年月は、当施設における採用年月を記載すること。なお、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）又は（Ⅲ）を算定していて、勤続年数を算定要件としている場合にあっては、通算可能な同一法人（代表者が同一である等のグループ法人も含む）内の別事業所での採用年月を別途括弧書きで記載すること。
２.前年度中の介護・看護職員の配置数推移（暦月）

(1)　看護職員

	区　　　分
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	１０月
	１１月
	１２月
	１月
	２月
	３月
	備　考

	常　勤（実人員）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	非常勤（実人員）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	常勤換算後の配置数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(2)　介護・看護職員の総数（介護職員数＋看護職員数）

	区　　　分
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	１０月
	１１月
	１２月
	１月
	２月
	３月
	備　考

	常　勤（実人員）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	非常勤（実人員）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	常勤換算後の配置数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※常勤換算方法　　当該指定介護老人福祉施設の従業者の勤務時間数を、当該施設において常勤の従業者が勤務すべき時間数（就業規則で定める時間数で、その時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）で除することにより、当該施設の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。

注１　(1)、(2)表とも常勤換算後の配置数は小数点第２位以下を切り捨てるものとする。

３．入所者等の状況
（１）前年度平均入所者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	年　月
	述べ入所者数等
	月暦日数
（e）
	平均利用者数（f）
（d）/(e)

	
	介護老人福祉施設
（a）
	短期入所生活介護
（b）
	介護予防短期入所生活介護
（c）
	計(d)　
【(a)+(b)+(c)】
	
	

	令和　　年４月
	人
	人
	人
	人
	３０日
	人

	令和　　年５月
	人
	人
	人
	人
	３１日
	人

	令和　　年６月
	人
	人
	人
	人
	３０日
	人

	令和　　年７月
	人
	人
	人
	人
	３１日
	人

	令和　　年８月
	人
	人
	人
	人
	３１日
	人

	令和　　年９月
	人
	人
	人
	人
	３０日
	人

	令和　　年10月
	人
	人
	人
	人
	３１日
	人

	令和　　年11月
	人
	人
	人
	人
	３０日
	人

	令和　　年12月
	人
	人
	人
	人
	３１日
	人

	令和　　年１月
	人
	人
	人
	人
	３１日
	人

	令和　　年２月
	人
	人
	人
	人
	２８日or２９日
	人

	令和　　年３月
	人
	人
	人
	人
	３１日
	人

	合　計
	人
	人
	人
	人
	日
	人


※小数点第２位以下を切り上げること。
	延べ利用者数の考え方

　○指定介護老人福祉施設

　　・外泊・入院した者は除く。（施設に戻った日は含む。）　・入所・入居日は含み、退所日は含まない。

　○指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護

　　・入所・入居日は含み、退所日は含まない。（２泊３日の利用の場合は、２を計上。）


（２）認知症の症状を呈する入所（入居）者数　　　　　　　　　　　

	
	総入所（入居）者数

A
	認知症の症状を呈する入所（入居）者数　　　　　　　　　　　　　B
	
	割　合

	
	
	
	うち、認知性高齢者の自立度判定基準のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者

Ｃ
	B／A
	Ｃ／A

	男
	人
	人
	人
	
	

	女
	人
	人
	人
	
	

	計
	人
	人
	人
	
	


　　　　　                　　　　　　　　　

（３）障害者である入所（入居）者数

	
	視覚障害者
	聴覚障害者
	言語機能障害者
	知的障害者
	計

	男
	人
	人
	人
	人
	人

	女
	人
	人
	人
	人
	人

	計
	人
	人
	人
	人
	人


（４）社会福祉士法及び介護福祉士法施行規則（昭和62年厚生省令第49号）第1条各号に掲げる行為を必要とする入所（入居）者数（直近３ヶ月の状況）

	
	入所者数
	①
	②
	③
	④
	⑤
	①～⑤計

	
	
	口腔内の喀痰吸引
	鼻腔内の喀痰吸引
	気管カニューレ

内部の喀痰吸引
	胃ろう又は腸ろうによる経管栄養
	経鼻経管栄養
	

	年　　月
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	年　　月
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	年　　月
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	計
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人


※社会福祉士法及び介護福祉士法施行規則第1条各号に掲げる行為を必要とする入所（入居）者とは、社会福祉士及び介護福祉士法 第2条第2項の医師の指示の下に行われる上記①～⑤の行為が必要なものとする。
※認知症の症状を呈する入所（入居）者とは、「医師が認知症と診断した者」等、平成12年3月8日老企第40号第2の5(14)①に該当するものとする。





※障害者である入所（入居）者とは、「身体障害者手帳１・２級の視覚障害者」等平成12年2月10日厚生省告示第23号二十九及び平成12年3月8日老企第40号第2の5(15)①に該当するものとする。
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